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令和５年度水道イノベーション賞について 

 

 

 公益社団法人日本水道協会は、去る令和５年８月９日（水）、日本水道協会

会議室において、令和５年度水道イノベーション賞選考会を開催し、厳正なる

審議の結果、令和５年度水道イノベーション賞を下記のとおり決定しましたの

で公表します。 

なお、授賞式は、令和５年 10 月 18 日（水）から開催します日本水道協会 

全国会議(於：東京都)にて行う予定です。 

 

記 

 

＜大 賞＞ 

受賞団体名：東京都水道局（別紙１） 

取 組 名：いつでもどこでもスイスイ水道のお手続！ 

～「東京都水道局アプリ」の開発～ 

 

＜特別賞＞ 

受賞団体名：宮城県企業局（別紙２） 

取 組 名：宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方式） 

の導入 
 

受賞団体名：南会津町環境水道課（別紙３） 

取 組 名：木材パネル（ＮＬＴ）を活用した木質建屋による施設更新 

－経営持続、森林再生、カーボンニュートラルに貢献する水道 

施設整備－ 
 

 

担当：公益社団法人 日本水道協会 

水道技術総合研究所 関根、谷 

TEL：03-3264-2337 

Mail:kenkyusho@jwwa.or.jp 



抱えていた課題

【課題１　インターネットサービスの利用・受付のスピードアップ】
  東京都水道局では、水道の開始・中止手続はインターネット受付、水道料金の支
払いはスマートフォン決済など、これまでもＩＣＴを活用したお客さまサービスに
積極的に取り組んできた。
　しかし、既存サービスにおいては、受付処理のプロセスが全自動化されておら
ず、プロセスの途中で人手による確認作業が必要であったため業務効率が悪く、お
客さまのサービス利用開始までに時間が掛かるなどの課題が存在していた。

【課題２　スマートメータ導入に伴うペーパーレス化の推進】
　令和４年度から、通信機能を有するスマートメータの導入を開始しており、検針
員が直接現地へ訪問せずに料金の算定が可能となった。
　これまでは現地で検針し紙で検針票を発行（投函）していたが、検針員が現地に
行かなくなることから検針票等の電子配信（ペーパーレス化）を進めていく必要が
あった。

取組概要

令和５年度　水道イノベーション賞【大賞】
受賞事業体及び取組概要

事業者名
(協議会名) 東京都水道局

取組名
(プロジェクト名)

いつでもどこでもスイスイ水道のお手続！
～「東京都水道局アプリ」の開発～

　スマートフォン一つで、いつでもどこでも各種申込手続、料金の支払、情報閲覧
などを一元的に利用できる「東京都水道局アプリ」を開発・導入

１　東京都水道局アプリの開発・導入
・令和３年１月　「お客さま総合アプリ（仮称）開発基本方針」を策定
・令和３年６月　総合評価方式により、アプリの設計委託を契約
・令和４年１月　設計完了
・令和４年10月　アプリを公開し、運用を開始

２　東京都水道局アプリの主要な機能
（１）申込機能
・使用開始や中止等の各種申込（即時受付）
・いつでもどこでもシンプルかつスピーディに届出が可能
（２）支払機能
・多様な決済手段（口座振替、クレジットカード、各種スマートフォン決済
　（PayPayなど４種類））に対応
（３）照会機能
・検針票や使用水量・料金の照会
　・紙の検針票に替わり、アプリ内に電子配信を実現
　　（分かりやすいグラフで確認）
（４）お知らせ機能
・イベント等、水道局からのお知らせ
・災害時給水ステーション（給水拠点）の案内
　・発災時には災害時給水ステーション（給水拠点）にて水をお配りしているが、
　　開設状況及び場所について、アプリから確認可能。また、地図アプリと連携
　　し、位置情報（GPS）を活用したルート案内が可能
　・地図のダウンロード機能を実装し、発災時の通信障害等に備えていただくこと
　　も可能
（５）スマートメータ関連機能
　　・日ごと、月ごとの使用水量の照会
　　・漏水時等の異常な水量を検知し、お知らせするアラーム
　　（前月又は前年同期より使用水量が一定割合増えた場合にメールでお知らせ）
　　・使用水量の見守り機能
　　　（漏水や蛇口の閉め忘れが懸念される場合や、水道不使用が一定期間継続
　　　　した場合にメールでお知らせ、メールは離れたところにお住いの御家族
　　　　なども受け取り可能）
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令和５年度　水道イノベーション賞【大賞】
受賞事業体及び取組概要

取組による効果
※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　取組の主な効果として、以下の４点が挙げられる。

（１）開始や中止等の届出の利便性向上及び業務効率化
　・開始や中止の届出のチェック作業についてシステムによる業務の一貫性の実現
により、１件当たり1.3分の短縮、合計756人日（令和4年度末時点）の削減を実現
した
　
（２）支払関連機能の充実、キャッシュレス化
　・クレジットカード継続払いの申込がアプリから手軽に申込できるようになり、
オンラインでの申込率が約３割から、約８割に増加
　・クレジットカード都度払いやスマートフォン決済がアプリから簡単に行えるよ
うになり、キャッシュレス化に寄与

（３）請求書や検針票のペーパーレス化
　・令和５年３月末時点で、ユーザーのうち97％が請求書や検針票を紙ではなく、
電子配信で受け取っている（２か月で81.8万枚の検針票を削減）

（４）節水意識にも寄与
　・スマートメータと連携した機能で、日ごと、月ごとの使用水量をグラフで確認
でき、お客さまの節水意識にも寄与

PRポイント
※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・設計時からリリースまでの間、各段階でユーザーテストを計4回、延べ100人を対
象に実施し、UI（ユーザーインターフェース）・UX（ユーザーエクスペリエンス）
の向上を図った
・リリース後半年間で、お客さまからの御意見や問合せ約3,700件に職員が直接対
応し、アプリの改善（100項目）に反映
・お客さまがスムーズに手続きできるよう、ホームページ上にアプリの特設サイト
を設置し、登録方法を分かりやすくするとともに、登録時等の操作動画（10種類）
も作成の上、YouTubeに公開した
・WEB版も用意し、パソコンからの利用者にも配慮

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・他の水道事業体やインフラ企業（ガス会社）からの問合せを多数頂いており、先
行事例として水道業界、インフラ業界に貢献
・令和５年３月末時点で、都内給水件数の約１割に相当する約76万ユーザーを獲得
し、インフラ系のアプリでは最大級の登録件数
・都庁内でも最大規模のアプリであり、都民とのコミュニケーションプラット
フォームの一翼を担い、都民への情報発信・コミュニケーションツールとして活用
を期待
・アプリリリース後に増加傾向にあるクレジットカード継続払いを今後も推進し、
自動払いの利便性をお客さまに体感していただくことで、安定的料金徴収に寄与し
ていく

[特にPRしたいポイント]
・スマートメータと連携したアプリ開発は全国初
・位置情報（GPS）を活用し、現在地から近い順に災害時給水ステーション（給水
拠点）をアプリに表示し、地図アプリと連携したルート案内ができる機能も都独自
機能として開発
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令和５年度　水道イノベーション賞【大賞】
受賞事業体及び取組概要

受賞理由

　本取組は、インターネットサービスの利用拡大やスマートメータ導入に伴うペー
パーレス化の推進といった課題に対し、スマートフォンで各種申込手続、料金支
払、情報閲覧などを一元的に利用できる「東京都水道局アプリ」を開発・導入する
ことで、課題解決を図ったものである。
　水道では全国初となるスマートメータと連結したアプリであり、申込・支払など
の標準的機能のほか、漏水時等の異常な水量を検知・通知する機能や、漏水・蛇口
閉め忘れの懸念時及び水道不使用の一定継続を通知する使用水量の見守り機能を搭
載している。さらに地図アプリと連携し、位置情報（GPS）を活用することで給水
拠点までのルート案内を可能としている。
　また、リリースまでにユーザーテストを繰り返し実施するとともに、お客様から
の意見を職員が直接対応してアプリ改善に繋げるなどの工夫もされており、アプリ
導入を検討している水道事業者の参考となる取組として、大いに評価できる。
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補助資料用紙

（１）アプリの主な機能（再掲）
・使用開始や中止等の各種申込
・口座振替、クレジットカード、各種スマートフォン決済による支払
・使用水量・料金の照会
・災害時給水ステーションの開設状況や断水等のお知らせ機能
・（スマートメータ関連機能）日毎の使用水量の照会
・（スマートメータ関連機能）漏水時等の異常な水量を検知しお知らせするアラーム
・（スマートメータ関連機能）使用水量の見守り機能

（２）画面イメージ

ホーム画面 お知らせ
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支払機能 メニュー

5



災害時給水ステーション照会 スマートメータ水量照会
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取組概要

【目的】
　課題解決に向けて、県が引き続き最終責任を持ち公共サービスとしての信頼性を保
ちながら、3事業を一体とし民間の力を最大限活用することにより経費削減、更新費
用の抑制、技術継承、技術革新等を可能とする「宮城県上工下水一体官民連携運営事
業（みやぎ型管理運営方式）」（以下「みやぎ型」）を実施しました。

　さらに、民間事業者における新技術の開発・導入、創意工夫といったイノベーショ
ンにより、効率的かつ効果的な新たな運営方法を確立するとともに県民及び地域に対
して新たな価値を創出し、加えてその知見及び知識の活用が全国の課題解決の一つの
モデルとなることを期待するものです。

【事業経緯とスキーム】
　公共性を担保したまま民間の力を最大限活用するために、みやぎ型はPFI法におけ
る、公共施設等運営権制度を適用した事業として実施します。

　従前の水道法でもPFI法に基づき既存施設の所有権を地方公共団体が所有したま
ま、施設の運営権を民間事業者に設定することは可能でしたが、その場合地方公共団
体は水道事業の認可を返上した上で民間事業者が新たに認可を受けることが必要でし
た。みやぎ型の制度主旨を全うするためには、不測のリスクが発生した際には地方公
共団体が責任を負えるよう水道事業の認可を残したまま、運営権の設定を可能とする
ことが必要でした。多様な官民連携の選択肢を広げる観点からも法改正の必要性を国
に要望した結果、地方公共団体が水道事業者等としての位置づけを維持しつつ、水道
施設の運営権を民間事業者に設定できる方式が創設されたことで、みやぎ型の導入も
決定しました。

　みやぎ型の業務範囲としては、3事業の経営、維持管理及び改築に関する業務です
が、管路の維持管理や管路・建物の改築は引き続き県の所掌としたほか、水道法に基
づく水質検査は引き続き県が実施することとしました。また、運営権者が契約で定め
られた業務を確実に遂行し、かつ、基準を安定的に遵守しているかモニタリングし、
その結果を事業運営にフィードバックする体制を構築しました。

抱えていた課題

　宮城県企業局は、現在、水道用水供給事業、工業用水道事業及び流域下水道事業の
3事業（以下「3事業」といいます。）の運営を行っています。
　3事業は、県民や県内企業が生活又は事業活動を行う上で不可欠な公共サービスで
すが、社会環境の変化を受け、厳しい経営環境に直面しています。

　ひとつは、人口減少社会の到来や節水型社会の進展等による水需要の減少に伴い、
長期的には水道料金や負担金水準の維持が困難な状況になると想定されること。ま
た、事業開始から40年を経過した施設や管路の大規模な更新時期を迎えること。加え
て、県職員の減少により、専門的な技術や経験の維持、蓄積、継承等も課題となって
いました。

　このような経営環境においても、将来にわたって安全・安心な水の安定的な供給及
び汚水の安定的な処理を継続していくため、経営基盤の強化により持続可能な水道経
営を確立することが急務となっていました。

令和５年度　水道イノベーション賞【特別賞】
受賞事業体及び取組概要

事業者名
(協議会名) 宮城県企業局

取組名
(プロジェクト名)

宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方式）の導
入
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令和５年度　水道イノベーション賞【特別賞】
受賞事業体及び取組概要

取組による効果
※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　みやぎ型の効果として、コスト縮減が挙げられます。県は、現行体制のまま20年間
業務を行った場合のコスト（現行体制モデル）を3,314億円と試算し、またみやぎ型
を導入した場合の削減期待額を見込んだコスト（コンセッションモデル）を3,067億
円と試算しました。3,067億円のうち県が所掌するコストは1,414億円、運営権者の事
業費は1,653億円とし、この金額を事業費の上限として公募条件に定めました。優先
交渉権を得た企業グループはこれを下回る1,563億円で事業運営すると提案したこと
から、県事業費と合わせて2,977億円で事業運営できる見通しとなり、現行体制モデ
ルからの削減額は約337億円となりました。

　今回運営権者が提案した1,563億円は、運営権者収受額として契約書に規定され、
この金額は水需要の見通しが変動した場合や物価変動に限定して改定される仕組みで
す。したがって、仮に運営権者において予想通りにコスト削減が進まず、予定通りの
利益が得られない場合でも、運営権者が受け取る金額は変わりません。また、物価上
昇により運営権者が受け取る料金が改定された場合は、現行体制モデルの3,314億円
も同様に物価スライドするため、提案された削減額は変わることがありません。

　また、優先交渉権者選定時においては公募型プロポーザル方式を用いて、提案額の
評価のみならず、本事業の特性や基本運営方針を踏まえ事業実施体制や水質管理体
制、運転管理・保守点検、改築・修繕等が提案されているかを総合的に評価しまし
た。

　優先交渉権者からは、新OM会社（運転管理・維持管理会社）を宮城県内に設立し、
安定的な事業運営や雇用創出を図る体制を掲げたほか、水質管理においては現行より
も厳しい水質管理目標値を設定し安全・安心な水を確保する体制としたこと、運転管
理においては統合型広域監視制御システムをはじめとした最先端技術の導入により効
率化を図ること、改築・修繕においては高度な健全度評価や劣化予測を行い、アセッ
トマネジメントを最適化する取組などの提案があり、コスト削減を図りながら民間な
らではの創意工夫により効率的な事業計画が立案されたことを高く評価しました。

　みやぎ型の契約ではこれら提案内容に従い事業を遂行することとしていることか
ら、コスト削減を図りながら、イノベーションを図ることが可能となりました。た。

PRポイント
※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　みやぎ型では制度設計段階において、事業運営上考え得るリスクを極力明確化し、
リスク分担を明示するとともに、公募時には想定が難しい水需要や物価変動等に係る
リスクにも対応できる契約内容を構築し、あわせて応募者との対話により要求水準書
等の詳細を調整することにより、コスト削減を含めて民間の創意工夫が最大限発揮さ
れた提案がなされるよう工夫しています。このようなみやぎ型のスキームは、全国の
課題解決の具体的なモデルとして有用であると考えています。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　水道事業のコンセッション導入の障壁となっていた水道法改正に向けて国に要望
し、制度改正が行われたこと、またみやぎ型が導入されたことにより、全国で同じ課
題を抱える水道事業者に対して、多様な官民連携の選択肢が広がったものと考えてい
ます。

［特にPRしたいポイント］
　みやぎ型を導入したことにより、20年間の長期的視点を持ち、スケールメリットを
生かしたより広域的・効果的・効率的な運営が可能となりました。また運営権者の提
案により、これら事業運営に係る情報を一元的に集約・蓄積、事業運営に活用するシ
ステム「水みやぎDXプラットフォーム」の構築が行われることで、リアルタイムの情
報が可視化され、3事業横断的な維持管理・改築の実施に寄与することや新たな情報
発信ツールとしての利活用も期待されます。これらは3事業を一体として事業化した
ことで新たに創出された価値であると考えています。
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令和５年度　水道イノベーション賞【特別賞】
受賞事業体及び取組概要

受賞理由

　本取組は、地方公共団体が最終責任を持ち公共サービスとしての信頼性を保ちなが
ら民間の力を最大限活用することにより、経費削減・更新費用の抑制・技術継承・技
術革新などを可能とするものである。
　水道用水供給事業、工業用水道事業及び流域下水道事業の３事業を一体的に発注す
ることでスケールメリットを活かした広域的・効果的・効率的な事業運営が期待で
き、現行体制モデルより20年間で約337億円のコスト縮減が見込まれている。
　水道における初のコンセッション方式導入という点で新規性・革新性が高く、周到
な準備や関係者の熱意が求められる実現難易度の高い取組であるとともに、官民連携
の選択肢を広げたモデルであり、大いに評価できる。
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補助資料用紙

宮城県上工下水一体官民連携運営事業

（みやぎ型管理運営方式）概要
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取組概要

　老朽化したポンプ施設の建屋に、地域産材を用いた耐久性を伴う木質建屋で更新を
行った。この取組みを行った田島第1水源地は1日最大浄水量1,962ｍ3（浅井戸、消毒
のみ）で当町最大の浄水施設である。配水エリアには地域唯一の基幹病院も含まれ、
更新計画は現状を改善し機能維持・回復できる取組みを行った。具体策を既存と更新
に分け施設種と内容を下記に示す。当該地の渇水対策と近隣配水系の停滞水対策を兼
ねる連絡管を整備し、双方の浄水混合を目的に受水槽を設けた。その後にポンプで配
水池に送水する。気候変動による水源バックアップ策、余剰水の水質安定策、取水ポ
ンプの効率策を現状に追加する計画とした。このため、更新建屋を2棟必要とする計
画となった。

 　　　　　【既存施設】　　　　　　　　　　　　　　【更新施設】
　コンクリートブロック造建屋 １棟　　　　　木質建屋（ポンプ）　　　　　１棟
　（電気・ポンプ・滅菌）　　　 　　　　　　〃　　　（電気、薬品）　　　１棟
　取水兼送水ポンプ　　　　　 ２台　　　　　送水ポンプ　　　　　　　　　２台
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　取水ポンプ　　　　　　　　　２台
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　受水槽（SUS製60m3）         １槽
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　連絡管HPPEφ75　　　　　７３５ｍ

  取組のきっかけとなった既存建屋は築50年を間近に、凍結融解により建屋外部の
壁、屋根、雨水排水管に表面剥離や亀裂が生じ、水の浸入による劣化が著しかった。
内部は水道施設特有の使用環境下で生じる結露、酸性ガス等からCO中性化による劣化
が見られた。このことから更新建屋を従来型のCO造とした場合、同様の経年化を懸念
した。さらに、建屋2棟による財政負担の増大、過疎・豪雪の地域事情から建設業従
事者の減少や適正なCO施工時期及び品質確保も懸念された。これらを払拭する施設建
屋の新たなイノベーションを求め、当町の基幹産業である林業の再生、水道事業に恩
恵を与える森林再生につながるNLT（Nail Laminated Timber)の木材パネル建材を活
用し、持続可能な水道事業につながる取組を行った。

抱えていた課題

　当町は東北有数の豪雪地域に位置し面積の約91％を森林が占め、その山間部に26箇
所の浄水施設が点在する。水道事業は人口と水需要の減少で料金収入は減少し、施設
老朽化で更新需要が増加している。この現状で町は単純な現状維持型の更新ではな
く、自然流下の有効活用や相互連絡管整備を行い給水区域の再編、施設再構築や統廃
合を、山間地形の特性を活かし創意工夫を図りながらの施設更新が求められる。

　一般的に水道施設は構造物の強度を要するため、躯体にコンクリート(以下：COと
する）造が望まれ整備されてきた。当町でも過去建設されたCO造構造物の劣化が進む
一方、改築費が高く更新が滞り、積雪寒冷地特有の凍害の影響も深刻となっていた。
そうした中、当町の基幹産業である林業は、国産材需要の減少や木材価格の低迷から
従事者は減り、森林の荒廃が起きている。林業、製材業、関連建設業では、そうした
状況を打開すべく地域の技術を生かし、強度が高く環境に配慮した木造建築工法が開
発されている。

　水道事業の持続、森林再生、そして水道事業固有の課題である環境負荷軽減（水源
環境の保全、脱炭素化）を同時に取り組む課題への挑戦を模索した。
　

令和５年度　水道イノベーション賞【特別賞】
受賞事業体及び取組概要

事業者名
(協議会名) 南会津町環境水道課

取組名
(プロジェクト名)

木材パネル（ＮＬＴ）を活用した木質建屋による施設更新
－経営持続、森林再生、カーボンニュートラルに貢献する水道施設整
備－
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令和５年度　水道イノベーション賞【特別賞】
受賞事業体及び取組概要

取組による効果
※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　当該取組は、平成28年の建設用地買収から令和4年の運用開始に至る7年間、事業費
約2.5億円の更新事業である。運用開始50年を目前に年度投資限度額と照合し、他の
事業に影響を及ぼさない範囲で実施された。取組みによる効果を以下に列挙する。
①財政負担：建屋規模6.4ｍ×3.7ｍを、CO造とNLTで比較した場合、前者は43万円/m2
で後者は24万円/m2の結果が設計段階で示された。当該施設規模で約45％の経済的削
減効果を得ることができた。工夫点は基礎COの品質確保と財政支出の平準化を図るた
め、前年度にCO基礎下部を、次年度に木質上部に分割し2棟を4年間で完成させた。
②耐食性：既存建屋は凍害、結露と酸性物質による経年劣化が著しい。木材は凍害の
心配はなく、湿度の高い時期に湿気を吸収し、乾燥期に湿気を放出する特徴から結露
発生を抑制、弱酸性の特性から酸性物質に耐食性を発揮する。工夫点は基礎COと木材
パネル間に通気パッキンを施し室内空気サイクルを向上させている。このことで換気
扇も通常の給排気2箇所から排気1箇所に減らしている。
③施工管理：工場でプレキャスト化した建材は、気象条件の影響なく品質管理でき積
雪寒冷期でも組立加工が可能である。工程管理の影響も現場作業期間が短縮できるこ
とで慢性的な人手不足解消に繋がる。工夫点は11月中旬からの積雪寒冷期を回避する
ため、分割した基礎CO工事を早期発注し品質確保を図った。
④素材自由度：4年間の分割発注で、ポンプ建屋壁面への配管貫通工事があった。従
来型CO造は、貫通部に補強配筋し同時に鞘管を設ける等が一般的である。今回はポン
プ据付施工時の壁面削孔から配管した。建築工事中の同時施工を回避でき素材自由度
の高さを実感できた。工夫点はパネル制作時に削孔箇所の木ねじを除き、その前後に
補強ねじを施し性能確保した。素材自由度は電気配線等を壁面に釘打ちでき、将来の
増改築への対応し易さに期待が持てる。
⑤健全な水循環：木材利用で間伐等森林整備が促進し、森林機能の健全化から浄水機
能の環境負荷軽減効果を期待する。森林伐採から植樹そして伐採を繰り返す森林サイ
クルの好循環は高濁度水、渇水、富栄養化への具体策として示せる。工夫点はNLTの
特徴である材木丸太約60％程度の建材転換で消費拡大を促している。
⑥脱炭素化：樹木は大気中のCO2を吸収して成長するため貯蔵・固定されカーボン
ニュートラルの実現に重要な役割を担っている。平成29年度森林白書では住宅一戸当
りの木造はCO造に比べ、炭素固定量約3.8倍、製造時CO2排出量約1/4と示され脱炭素
化への効果が高い。工夫点は一般的木造住宅よりも材木搬出量が多くCO2排出量が大
きくなるNLTだが、その分使用量も多く炭素固定量増大に繋がっている。

PRポイント
※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　長期人口減少社会で増加回復が厳しい中で、中小規模事業体では様々な経営課題を
高度な手法を持って解決する職員のマネジメント力向上、同時に社会インフラ構築に
欠かせない建設事業従事者の減少への対策が課題となっている。人的及び財政的な制
約がある中で新たな経営基盤を構築するためには、新たな手法の実効性を判断し導入
を図らなければならない。今回の取組みは水道事業に直接恩恵を与え、日本の恵まれ
た森林資源に着目した。身近な資源をモノの経営資源に活用させ、財政負担と人的資
源の軽減に繋がる解決策として取り入れた。さらに森林再生に水道事業として貢献で
きる大きな波及効果を示せた。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　これまでの水道事業における脱炭素化策は、自然流下の有効活用や太陽光と小水力
発電設備等の再生可能エネルギーの活用が促進されてきた。カーボンニュートラル実
現に必要な温室効果ガスの吸収源確保の具体的事例は少ない。また実績は大規模事業
体が多く占め、中小規模事業体は施設規模からの費用対効果、事業体財政力等から実
績は多くない。今回の取組は事業体規模に関係無く、水源林の保全に繋がる健全な水
循環への対応は全事業体共通課題で、単純で分かり易く展開性が高い。森林資源が少
ない流域下流の事業体でも上流域木材の地産地消、仮に別流域の木材消費でも、健全
な森林サイクルに寄与できるため多くの事業体へ汎用性が高い取組みである。

［特にPRしたいポイント］
　当町は将来の財政状況を見通し、現有する水道施設を効率的な順序で、再構築等に
当該取組を活かし実施していきたい。山積する課題から財政状況が脆弱化する中、過
疎と豪雪等の地域性課題と水道施設特有の環境下での耐食性課題へ潤沢な資源の木材
を活用できたこと。副次的効果として水道事業が、森林再生に向けたカーボンニュー
トラルの具体策を示せたことが大きい。森林資源が身近な当町も、近年頻発する気象
災害に対し森林機能低下を痛感する。先導的に木材利用を行い、元来強い関係性にあ
る水道事業と林業を結び、双方が抱える課題解決策を具体的に示せたことが今回取組
みのPRポイントである。
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令和５年度　水道イノベーション賞【特別賞】
受賞事業体及び取組概要

受賞理由

　本取組は、水道事業の持続、地元森林資源の活用、環境負荷軽減といった課題に取
り組み、老朽化した水道施設の更新を実施したものである。
　地域産業の林業を活かした木造建築工法を導入することで、費用の低減化や工期短
縮による省人化等を実現し、財政負担と慢性的な人手不足を同時に軽減したほか、耐
食性の向上や森林サイクルの好循環に寄与するなどのメリットに加え、林業の担い手
づくりや地域経済の活性化にも貢献している。
　また、コンクリート構造物が一般的な水道施設に木材パネルを利用した新規性の高
い取組であるとともに、カーボンニュートラルの実現や脱炭素化に繋がるモデルであ
り、大いに評価できる。
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補助資料用紙

平成２９年度森林白書より

◆脱炭素化貢献度◆

炭素貯蔵量

＝木造/CO造＝６／１．６
＝約３．８倍

材料製造時の炭素放出量

＝木造/CO造＝５．１／２１．８
＝約１／４

送水ポンプ棟外 ポンプ棟内部 壁面貫通内部 壁面貫通外部

電気・薬品棟外観 引込開閉盤設置 電気室内部

薬品室内部

◆
木
質
建
屋
完
成
写
真
集
◆
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水道産業新聞2021年9月30日掲載

令和5年度地方公営企業業務効率化等の取組事例集（財務省理財局）より
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送水ポンプ場断面

送水ポンプ場断面図

【空気の流れ】

P

■最近の取組事例：給水加圧ポンプ施設建屋に木材パネル建材を活用

＜写真事例概要＞

給水加圧ポンプ建屋を、公衆用

道路敷地に応急給水施設として設置

した。木目現しによる周辺環境にデ

ザインがマッチしている。

緊急対応や小規模施設への対応に

特性（軽量等）を活かすことができ

た。

＜今後新たな取組予定＞

■減圧弁室の地上化

通常は地下埋設型が多い。維持管

理時の積雪期の人孔除雪、交通規制

等の支障を改善する目的として、減

圧弁を公園用地や公衆用道路敷地等

を活用し地上建屋型としていきたい。

【令和５年度１箇所完成予定】
建屋サイズ：W2,040×L1,440×H2,327 （基礎は撤去予定しCOブロック）

ポンプ規格：φ50 2.2kw H10-33ｍ 0.45m3/分

0.2Mp 0.4Mp
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